田辺市地域密着型サービスにおける運営推進会議運営指針 

１ 趣旨 

この指針は、田辺市指定地域密着型サービス等の基準等を定める条例（平成25年３月29日条例第35号）に基づく運営推進会議について、市民（被保険者）に対して安全で良質な地域密着型サービスを提供する観点から、条例に定めるもののほか、会議の設置及び運営に関して必要な事項を定めるものとする。 

なお、本指針においては、地域密着型サービスに地域密着型介護予防サービスに関するものを含むものとする。
　
２ 設置及び開催頻度 

（１）運営推進会議が必要な事業所又は施設（以下「事業所等」という。）は、次の事業を実施する事業所とする
ア　指定地域密着型通所介護

イ  指定小規模多機能型居宅介護 

ウ　指定看護小規模多機能型居宅介護

エ  指定認知症対応型共同生活介護 

オ  指定地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護

カ　指定地域密着型特定施設入居者生活介護 

（２）運営推進会議は、利用者のプライバシーを確保する観点から、原則として事業所等の単位で設置するものとする。ただし、同一法人が運営する複数の事業所等が合築又は隣接等により併設されている場合には、一つの会議によることができるものとする。
（３） 運営推進会議の開催頻度は、次のとおりとする。

ア　前第（１）項　アの事業所等

概ね６か月に１回以上とする。ただし、アのうち療養通所介護は概ね12か月に１回以上とする 

イ 前第(1)項 ア以外の事業所等 

概ね２か月に１回以上とする。

３ 事業所等は、運営推進会議の開催及び運営方法を規定した設置要綱を定めるものとする。 

４ 委員等 

（１） 運営推進会議の構成員（以下「委員」という。）は、次のとおりとする。 

ア 利用者又は利用者の家族 

イ 地域住民の代表者 

ウ 当該サービスに知見を有する者 

エ 田辺市やすらぎ対策課職員又は田辺市地域包括支援センターの職員。ただし、オブザーバーとして参加するものとする。
（２） 委員は、上記アからウまでの各分野から１人以上、計３人以上配置し、前第（１）項エはオブザーバーとして配置する。 

（３） 「地域住民の代表者」とは自治会・町内会の役員、民生委員又は老人クラブの代表等をいい、「当該サービスに知見を有する者」とは学識経験者、他法人事業所・施設等管理者、高齢者福祉施設等ボランティア、協力医療機関等の医師・看護師、その他高齢者福祉や認知症ケアに携わっている者をいう。 

（４） 委員への就任依頼については、各事業者等から行うこととする。ただし、前第（１）項エについては、運営推進会議開催時に各事業者等から田辺市やすらぎ対策課長又は田辺市地域包括支援センター管理者あてオブザーバー参加の要請を行うものとする。

（５） 運営推進会議の事務局は、当該事業者や事業所等の職員が務めるものとする。 

（６） 運営推進会議を設置した事業者または委員を変更した事業者は、速やかに「運営推進会議設置等報告書」（第１号様式）を田辺市に提出するものとする。 

５　開催場所 

運営推進会議は、原則として当該事業所等で開催するものとする。ただし特別の事情によりやむを得ず当該事業所等で開催できない場合又は何らかの理由で他の場所で開催する必要がある場合は、この限りでない。 

６ 運営推進会議の開催方法 

（１）事業所等は、会議を開催する場合は、あらかじめ文書により委員に開催日程等を通知するものとする。 

（２）会議を円滑に実施するため、会議の資料を作成するものとする。 

（３）会議においては、次の内容を協議するものとする。 

　　ア　第２のイ又はウの事業を行う事業所等は、通いサービス、宿泊サービス、訪問サービスの提供回数等の活動状況を報告し、会議による評価を受けるとともに、必要な要望、助言を聴くものとする。 

イ　上記以外の事業を行う事業所等は、活動状況を報告し、会議による評価を受けるとともに、必要な要望、助言を聴くものとする。 

７　報告、公表及び記録 

（１）事業所等は、会議終了後速やかに議事内容に関する会議録を作成するものとする。 

（２）事業所等は、会議終了後速やかに次の各号に定める者に対し当該各号に定める書類を提出するものとする。 

ア　会議を欠席した委員　　会議資料 

イ　すべての委員（田辺市やすらぎ対策課職員又は当該事業所を管轄する地域包括支援センターの職員であるものを除く。） 　会議録 

ウ　田辺市やすらぎ対策課及び田辺市地域包括支援センター　　開催報告書（様式第２号）及び会議録 

（３） 事業所等は、会議で協議された活動状況報告と評価、委員からの要望、助言等の会議要旨を事業所等の窓口で閲覧に供するものとする。また、事業所等のホームページ等を活用し、公表の機会が増えるよう努めるものとする。なお、公表に当たっては、個人情報の取扱いには十分注意するものとする。 

（４） 事業所等は、会議の記録文書を運営推進会議の完結の日から５年間保存するものとする。 

８　個人情報の保護等 

会議での議論や会議資料、会議録等の文書の作成にあたっては、利用者の個人情報に十分配慮するとともに、知り得た個人に関する秘密を漏らしてはならない。 

９　適用
　本指針については田辺市内に所在する事業所等について適用し、他市町村に所在する田辺市指定事業所等については、所在する市町村の取扱いによるものとする。ただし、第７（２）ウに規定する開催報告書及び会議録については田辺市やすらぎ対策課へ提出するものとする。
１０　参考様式 

第３の設置要綱、第６の（２）の会議資料、第７の（１）の会議録については、別添のとおり参考様式を定めるので、これに準じたものとなるようにすること。ただし、これらに定める内容が十分に盛り込まれている場合は、独自の様式によることを妨げない。
附　則
この指針は平成28年８月１日から施行し、平成28年8月1日以降に設置又は開催する運営推進会議から適用する。
